
第一八〇回 

閣第二四号 

   沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律案 

 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「沖縄振興計画（第四条・」を「沖縄振興計画等（第三条の二－」に、「観光振

興計画等」を「観光地形成促進計画等」に、「第九条」を「第十一条」に、 

「 第二款 観光の利便性の増進等（第十条－第十五条）  

 第三款 観光振興地域の施設の整備等（第十六条－第二十条） 」 

を「第二款 外国人観光旅客の来訪の促進（第十二条－第二十条）」に、「第四款」を

「第三款」に、「第五款」を「第四款」に、「産業高度化地域」を「産業高度化・事業革

新促進計画等」に、「自由貿易地域等」を「国際物流拠点産業集積地域」に、「文化・科

学技術の振興及び国際協力等の推進」を「文化の振興等」に、 

「 第七章 駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置  

  第一節 駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則等（第九十五条－第九十七

条） 

 

  第二節 大規模跡地の指定等（第九十八条－第百二条）  

  第三節 大規模跡地給付金の支給等（第百三条・第百四条） 」 

を「第七章 駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置（第九十五条－第

百四条）」に、「第百二十条」を「第百二十一条」に改める。 

 第一条中「かんがみ、沖縄の振興の基本となる沖縄振興計画」を「鑑み、沖縄振興基本

方針」に改め、「これ」の下に「に基づき策定された沖縄振興計画」を、「より、沖縄

の」の下に「自主性を尊重しつつその」を加える。 

 第三条第六号中「及び情報処理・提供サービス業」を「、情報処理・提供サービス業及

びインターネット付随サービス業（インターネットを利用した通信又は情報の処理若しく

は提供に関する事業活動であって政令で定めるものを行う業種をいう。）」に改め、同条

第十号中「産業高度化事業」を「産業高度化・事業革新促進事業」に改め、「、販売」を

削り、「同じ。）」の下に「又は事業革新（沖縄の特産物として相当程度認識されている

農林水産物若しくは鉱工業品又は当該鉱工業品の生産に係る技術の活用により新たな事業

を創出し、又は新たな需要を相当程度開拓することをいう。以下同じ。）」を加え、同条

第十六号を削り、同条第十五号中「駐留軍が」を「駐留軍（日本国とアメリカ合衆国との

間の相互協力及び安全保障条約（以下この号において「日米安保条約」という。）に基づ

き日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊をいう。）が」に改め、同号を同条第十六号とし、

同条中第十四号を削り、第十三号を第十五号とし、第十二号を第十四号とし、第十一号を

第十三号とし、第十号の次に次の二号を加える。 

 十一 国際物流拠点産業 国際物流拠点（国際的な貨物流通の拠点として機能する港湾

又は空港をいう。以下同じ。）において積込み又は取卸しがされる物資の流通に係る

事業、当該事業の用に供される施設の設置又は運営を行う事業その他の国際物流拠点



を中核とした集積が形成され、かつ、当該集積の形成が貿易の振興に寄与すると見込

まれる事業であって政令で定めるものをいう。 

 十二 特定国際物流拠点事業 国際物流拠点産業に属する事業のうち、国際物流拠点を

中核とした集積の形成が特に見込まれるものとして政令で定めるものをいう。 

 第二章の章名を次のように改める。 

   第二章 沖縄振興計画等 

 第四条の見出し中「の内容」を削り、同条第三項中「平成十四年度」を「平成二十四年

度」に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項中「沖縄振興計画」を「前項各号に掲げ

る事項のほか、沖縄振興計画」に、「集積等の」を「集積その他の」に、「定める」を

「定めるよう努める」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項第一号を削り、同項第

二号中「産業」を「観光の振興、情報通信産業の振興、農林水産業の振興その他の産業」

に改め、同号を同項第一号とし、同項中第三号を第二号とし、第四号から第十一号までを

一号ずつ繰り上げ、同項第十二号中「（公有水面を含む。）」を削り、同号を同項第十一

号とし、同項第十三号を削り、同項を同条第二項とし、同項の前に次の一項を加える。 

  沖縄県知事は、基本方針に基づき、沖縄振興計画を定めるよう努めるものとする。 

 第四条に次の五項を加える。 

５ 沖縄県知事は、沖縄振興計画を定めたときは、これを公表するよう努めるとともに、

内閣総理大臣に提出しなければならない。 

６ 内閣総理大臣は、前項の規定により沖縄振興計画の提出があった場合においては、そ

の内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。この場合において、関係行政機

関の長は、当該沖縄振興計画についてその意見を内閣総理大臣に申し出ることができる。 

７ 内閣総理大臣は、第五項の規定により提出された沖縄振興計画が基本方針に適合して

いないと認めるときは、沖縄県知事に対し、これを変更すべきことを求めることができ

る。 

８ 内閣総理大臣は、第五項の規定により提出された沖縄振興計画について前項の規定に

よる措置をとる必要がないと認めるときは、その旨を沖縄県知事に通知しなければなら

ない。 

９ 第五項から前項までの規定は、沖縄振興計画の変更について準用する。 

 第二章中第四条の前に次の一条を加える。 

 （沖縄振興基本方針） 

第三条の二 内閣総理大臣は、沖縄の振興を図るため、沖縄振興基本方針（以下「基本方

針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 沖縄の振興の意義及び方向に関する事項 

 二 観光の振興、情報通信産業の振興、農林水産業の振興その他の産業の振興に関する

基本的な事項 



 三 雇用の促進、人材の育成その他の職業の安定に関する基本的な事項 

 四 教育及び文化の振興に関する基本的な事項 

 五 福祉の増進及び医療の確保に関する基本的な事項 

 六 科学技術の振興に関する基本的な事項 

 七 情報通信の高度化に関する基本的な事項 

 八 国際協力及び国際交流の推進に関する基本的な事項 

 九 駐留軍用地跡地の利用に関する基本的な事項 

 十 離島の振興に関する基本的な事項 

 十一 環境の保全並びに防災及び国土の保全に関する基本的な事項 

 十二 社会資本の整備及び土地（公有水面を含む。次条第二項第十一号において同

じ。）の利用に関する基本的な事項 

 十三 前各号に掲げるもののほか、沖縄の振興に関する基本的な事項 

３ 基本方針は、平成二十四年度を初年度として十箇年を目途として達成されるような内

容のものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、沖縄振興審議会の

意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

６ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 第五条を次のように改める。 

 （国の援助） 

第五条 国は、沖縄県に対し、沖縄振興計画の円滑な実施に関し必要な援助を行うように

努めなければならない。 

 第三章第一節第一款の款名を次のように改める。 

     第一款 観光地形成促進計画等 

 第六条及び第七条を次のように改める。 

 （観光地形成促進計画の作成等） 

第六条 沖縄県知事は、国内外からの観光旅客の来訪の促進に資する高い国際競争力を有

する観光地の形成を図るための計画（以下「観光地形成促進計画」という。）を定める

ことができる。 

２ 観光地形成促進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 計画期間 

 二 国内外からの観光旅客の来訪の促進に資する高い国際競争力を有する観光地の形成

を図るため必要とされる政令で定める要件を備えている地域（以下「観光地形成促進

地域」という。）の区域 

 三 高い国際競争力を有する観光地の形成を図るため沖縄県が観光地形成促進地域にお



いて実施しようとする観光関連施設（スポーツ又はレクリエーション施設、教養文化

施設、休養施設、集会施設、販売施設及び宿泊施設をいう。第十条において同じ。）

の整備の促進を図るための措置、公共施設の整備その他の措置の内容 

３ 前項各号に掲げる事項のほか、観光地形成促進計画には、同項第三号の措置の実施を

通じて国内外からの観光旅客の来訪が促進されることにより見込まれる効果を定めるよ

う努めるものとする。 

４ 沖縄県知事は、観光地形成促進計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係市町

村長の意見を聴かなければならない。 

５ 沖縄県知事は、観光地形成促進計画を定めたときは、これを公表するよう努めるとと

もに、主務大臣に提出しなければならない。 

６ 主務大臣は、前項の規定により観光地形成促進計画の提出があった場合においては、

その内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。 

７ 主務大臣は、第五項の規定により提出された観光地形成促進計画が基本方針に適合し

ていないと認めるときは、沖縄県知事に対し、これを変更すべきことを求めることがで

きる。 

８ 第四項から前項までの規定は、観光地形成促進計画の変更について準用する。 

 （観光地形成促進計画の実施状況の報告等） 

第七条 沖縄県知事は、前条第五項の規定により提出された観光地形成促進計画（その変

更について同条第八項において準用する同条第五項の規定による提出があったときは、

その変更後のもの。以下「提出観光地形成促進計画」という。）の実施状況について、

毎年、公表するよう努めるとともに、主務大臣に報告するものとする。 

２ 主務大臣は、前条第二項第三号の措置が実施されていないと認めるときは、沖縄県知

事に対し、相当の期間を定めて、その改善のために必要な措置をとるべきことを求める

ことができる。 

３ 主務大臣は、前項の期間が経過した後においてもなお前条第二項第三号の措置が実施

されていないと認めるときは、沖縄県知事に対し、提出観光地形成促進計画の廃止又は

変更を勧告することができる。 

 第八条、第九条、第三章第一節第二款及び同節第三款の款名を削る。 

 第十六条第一項中「同意観光振興計画」を「提出観光地形成促進計画」に、「観光振興

地域」を「観光地形成促進地域」に、「内閣総理大臣」を「沖縄県知事」に改め、同条第

二項中「内閣総理大臣」を「沖縄県知事」に改め、同条第三項を削り、同条を第八条とし、

同条の次に次の三条、款名及び五条を加える。 

 （地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

第九条 地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）第六条の規定により、地方公共団

体が、提出観光地形成促進計画に定められた観光地形成促進地域の区域内において特定

民間観光関連施設を新設し、又は増設した者について、当該特定民間観光関連施設に係



る事業に対する事業税、当該特定民間観光関連施設の用に供する建物若しくはその敷地

である土地の取得に対する不動産取得税若しくは当該特定民間観光関連施設の用に供す

る機械及び装置、建物若しくは構築物若しくはこれらの敷地である土地に対する固定資

産税を課さなかった場合又はこれらの地方税に係る不均一の課税をした場合において、

これらの措置が総務省令で定める場合に該当するものと認められるときは、地方交付税

法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条の規定による当該地方公共団体の各年度

における基準財政収入額は、同条の規定にかかわらず、当該地方公共団体の当該各年度

分の減収額（事業税又は固定資産税に関するこれらの措置による減収額にあっては、こ

れらの措置がされた最初の年度以降五箇年度におけるものに限る。）のうち総務省令で

定めるところにより算定した額を同条の規定による当該地方公共団体の当該各年度（こ

れらの措置が総務省令で定める日以後において行われたときは、当該減収額について当

該各年度の翌年度）における基準財政収入額となるべき額から控除した額とする。 

 （資金の確保等） 

第十条 国及び地方公共団体は、事業者が行う提出観光地形成促進計画に定められた観光

地形成促進地域の区域内の観光関連施設の整備のために必要な資金の確保その他の援助

に努めるものとする。 

 （公共施設の整備） 

第十一条 国及び地方公共団体は、提出観光地形成促進計画に定められた観光地形成促進

地域の区域における観光の振興を促進するために必要な公共施設の整備の促進に努める

ものとする。 

     第二款 外国人観光旅客の来訪の促進 

 （沖縄特例通訳案内士育成等事業計画の認定） 

第十二条 沖縄県知事は、沖縄特例通訳案内士育成等事業計画（通訳案内士と連携して外

国人観光旅客の需要の多様化に的確に対応し、沖縄における観光の振興を図るため、沖

縄県が行う沖縄特例通訳案内士（第十四条第二項に規定する沖縄特例通訳案内士をい

う。）の育成、確保及び活用を図る事業の内容その他の当該事業に関する事項について

定めた計画をいう。次項及び次条第一項において同じ。）を定め、内閣総理大臣の認定

を申請することができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による認定の申請があった場合において、沖縄特例通訳

案内士育成等事業計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をするも

のとする。 

 一 基本方針に適合するものであること。 

 二 当該沖縄特例通訳案内士育成等事業計画の実施が沖縄における観光の振興に相当程

度寄与するものであると認められること。 

 三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

３ 内閣総理大臣は、前項の認定をしようとするときは、国土交通大臣の同意を得なけれ



ばならない。 

４ 内閣総理大臣は、第二項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を公示しなければな

らない。 

 （沖縄特例通訳案内士育成等事業計画の変更等） 

第十三条 沖縄県知事は、前条第二項の認定を受けた沖縄特例通訳案内士育成等事業計画

（以下この条及び次条第一項において「認定沖縄特例通訳案内士育成等事業計画」とい

う。）の変更をしようとするときは、内閣総理大臣の認定を受けなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、認定沖縄特例通訳案内士育成等事業計画（変更があったときは、そ

の変更後のもの。次条第一項において同じ。）が前条第二項各号のいずれかに適合しな

くなったと認めるときは、その認定を取り消すことができる。この場合において、内閣

総理大臣は、あらかじめ、国土交通大臣にその旨を通知しなければならない。 

３ 国土交通大臣は、内閣総理大臣に対し、前項の規定による認定の取消しに関し必要と

認める意見を申し出ることができる。 

４ 前条第二項から第四項までの規定は認定沖縄特例通訳案内士育成等事業計画の変更に

ついて、同条第四項の規定は第二項の規定による認定の取消しについて、それぞれ準用

する。 

 （通訳案内士法の特例） 

第十四条 認定沖縄特例通訳案内士育成等事業計画に係る沖縄特例通訳案内士については、

当該認定の日以後は、次項から第九項まで、第百十七条、第百十八条、第百二十条及び

第百二十一条に定めるところによる。 

２ 沖縄特例通訳案内士は、沖縄において、報酬を得て、通訳案内（通訳案内士法（昭和

二十四年法律第二百十号）第二条に規定する通訳案内をいう。以下この条において同

じ。）を行うことを業とする。 

３ 沖縄特例通訳案内士については、通訳案内士法の規定は、適用しない。 

４ 第十二条第二項の認定（前条第一項の規定による変更の認定を含む。）を受けた沖縄

県知事が行う沖縄の特性に応じた通訳案内に関する研修を修了した者は、沖縄において、

沖縄特例通訳案内士となる資格を有する。 

５ 次の各号のいずれかに該当する者は、沖縄特例通訳案内士となる資格を有しない。 

 一 一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられた者で、刑の執行を終わり、又は刑の執行

を受けることがなくなった日から二年を経過しないもの 

 二 第八項において準用する通訳案内士法第三十三条第一項の規定により業務の禁止の

処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

 三 通訳案内士法第三十三条第一項の規定により通訳案内士の業務の禁止の処分を受け

た者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

 四 外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律（平成

九年法律第九十一号）第二十四条第三項において準用する通訳案内士法第三十三条第



一項の規定により地域限定通訳案内士の業務の禁止の処分を受けた者で、当該処分の

日から二年を経過しないもの 

 五 総合特別区域法（平成二十三年法律第八十一号）第二十条第九項において準用する

通訳案内士法第三十三条第一項の規定により国際戦略総合特別区域通訳案内士の業務

の禁止の処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

 六 総合特別区域法第四十三条第九項において準用する通訳案内士法第三十三条第一項

の規定により地域活性化総合特別区域通訳案内士の業務の禁止の処分を受けた者で、

当該処分の日から二年を経過しないもの 

６ 沖縄特例通訳案内士は、沖縄以外において、報酬を得て、通訳案内を業として行って

はならない。 

７ 通訳案内士法第三章の規定は、沖縄特例通訳案内士の登録について準用する。この場

合において、同法第十八条、第十九条（見出しを含む。）及び第二十七条（見出しを含

む。）中「通訳案内士登録簿」とあるのは「沖縄特例通訳案内士登録簿」と、同法第十

九条中「都道府県」とあるのは「沖縄県」と、同法第二十条第一項及び第二十二条中

「第十八条」とあるのは「沖縄振興特別措置法第十四条第七項において準用する第十八

条」と、同法第二十条第一項、第二十一条、第二十二条、第二十三条第一項及び第二十

四条から第二十七条までの規定中「都道府県知事」とあるのは「沖縄県知事」と、同法

第二十二条（見出しを含む。）中「通訳案内士登録証」とあるのは「沖縄特例通訳案内

士登録証」と、同法第二十五条第一項第三号中「第四条各号」とあるのは「沖縄振興特

別措置法第十四条第五項各号」と、同法第二十六条中「第二十一条第一項」とあるのは

「沖縄振興特別措置法第十四条第七項において準用する第二十一条第一項」と読み替え

るものとする。 

８ 通訳案内士法第四章の規定は、沖縄特例通訳案内士の業務について準用する。この場

合において、同法第三十二条第一項中「第三十五条第一項」とあるのは「沖縄振興特別

措置法第十四条第九項において準用する第三十五条第一項」と、同条第二項並びに同法

第三十三条第一項及び第二項並びに第三十四条中「都道府県知事」とあるのは「沖縄県

知事」と、同法第三十三条第一項中「この法律又はこの法律」とあるのは「沖縄振興特

別措置法又は同法」と読み替えるものとする。 

９ 通訳案内士法第三十五条の規定は、沖縄特例通訳案内士の団体について準用する。こ

の場合において、同条第一項及び第三項中「観光庁長官」とあるのは、「沖縄県知事」

と読み替えるものとする。 

 （海外における宣伝等の措置） 

第十五条 独立行政法人国際観光振興機構は、外国人観光旅客の沖縄への来訪を促進する

ため、海外において沖縄の宣伝を行うほか、これに関連して沖縄県及び沖縄の市町村が

行う海外における宣伝に関する助言その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 

 （国際会議等の誘致を促進するための措置） 



第十六条 独立行政法人国際観光振興機構は、国際会議等の沖縄への誘致を促進するため、

次に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。 

 一 沖縄県及び沖縄の市町村に対し、国際会議等の誘致に関する情報を定期的に、又は

時宜に応じて提供すること。 

 二 海外において沖縄県及び沖縄の市町村の宣伝を行うこと。 

 第十七条から第二十条までを次のように改める。 

第十七条から第二十条まで 削除 

 第二十一条第五項第一号中「観光振興計画」を「沖縄振興計画」に改める。 

 第二十五条中「同意観光振興計画に定められた」を「沖縄における」に改める。 

 第三章第一節第四款を同節第三款とする。 

 第二十六条中「空港内の旅客ターミナル施設（内閣総理大臣」を「旅客ターミナル施設

等（空港内の旅客ターミナル施設又は港湾内の旅客施設のうち、内閣総理大臣」に、「に

限る。以下」を「をいう。以下」に、「単に「旅客ターミナル施設」という」を「同じ」

に、「同意観光振興計画」を「提出観光地形成促進計画」に、「観光振興地域」を「観光

地形成促進地域」に、「旅客ターミナル施設に」を「旅客ターミナル施設等に」に改める。 

 第二十七条中「沖縄島」の下に「、宮古島、石垣島又は久米島」を加える。 

 第三章第一節第五款を同節第四款とする。 

 第二十八条及び第二十九条を次のように改める。 

 （情報通信産業振興地域の指定） 

第二十八条 主務大臣は、沖縄県知事の申請に基づき、沖縄振興審議会の意見を聴くとと

もに、関係行政機関の長に協議して、情報通信産業の振興を図るため必要とされる政令

で定める要件を備えている地域を情報通信産業振興地域として指定することができる。 

２ 沖縄県知事は、前項の申請をしようとするときは、あらかじめ、関係市町村長の意見

を聴かなければならない。 

３ 主務大臣は、情報通信産業振興地域を指定するときは、当該情報通信産業振興地域の

名称及び区域を官報で公示しなければならない。 

４ 主務大臣は、沖縄県知事の申請に基づき、情報通信産業振興地域の指定を解除し、又

はその区域を変更することができる。この場合においては、前三項の規定を準用する。 

５ 前項に定める場合のほか、主務大臣は、情報通信産業振興地域の区域の全部又は一部

が第一項の政令で定める要件を欠くに至ったと認めるときは、沖縄県知事の意見を聴き、

かつ、沖縄振興審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して、当該情報

通信産業振興地域の指定を解除し、又はその区域を変更することができる。この場合に

おいては、第三項の規定を準用する。 

 （情報通信産業特別地区の指定） 

第二十九条 主務大臣は、沖縄県知事の申請に基づき、沖縄振興審議会の意見を聴くとと

もに、関係行政機関の長に協議して、情報通信産業振興地域のうち特定情報通信事業を



実施する企業の立地を促進するため必要とされる政令で定める要件を備えている地区を

情報通信産業特別地区として指定することができる。 

２ 沖縄県知事は、前項の申請をしようとするときは、あらかじめ、関係市町村長の意見

を聴かなければならない。 

３ 主務大臣は、情報通信産業特別地区を指定するときは、当該情報通信産業特別地区の

名称及び区域を官報で公示しなければならない。 

４ 主務大臣は、沖縄県知事の申請に基づき、情報通信産業特別地区の指定を解除し、又

はその区域を変更することができる。この場合においては、前三項の規定を準用する。 

５ 前項に定める場合のほか、主務大臣は、情報通信産業特別地区の区域の全部又は一部

が第一項の政令で定める要件を欠くに至ったと認めるときは、沖縄県知事の意見を聴き、

かつ、沖縄振興審議会の意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して、当該情報

通信産業特別地区の指定を解除し、又はその区域を変更することができる。この場合に

おいては、第三項の規定を準用する。 

 第三十条第一項中「専ら」を削り、「法人は」の下に「、当該区域内に本店又は主たる

事務所を有するものであること」を加える。 

 第三十一条第一項中「第二十八条第七項の規定による同意を得た情報通信産業振興計画

（第二十九条第一項の規定による変更の同意があったときは、その変更後のもの。以下

「同意情報通信産業振興計画」という。）に定められた」を削る。 

 第三十二条中「第十七条」を「第九条」に改め、「同意情報通信産業振興計画に定めら

れた」を削る。 

 第三十三条及び第三十四条中「同意情報通信産業振興計画に定められた」を削る。 

 第三章第三節の節名を次のように改める。 

    第三節 産業高度化・事業革新促進計画等 

 第三十五条を次のように改める。 

 （産業高度化・事業革新促進計画の作成等） 

第三十五条 沖縄県知事は、産業高度化及び事業革新を促進するための計画（以下「産業

高度化・事業革新促進計画」という。）を定めることができる。 

２ 産業高度化・事業革新促進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 計画期間 

 二 産業高度化・事業革新促進事業を行う企業の集積を促進することにより、その地域

における製造業等その他の事業を行う者の産業高度化又は事業革新が相当程度図られ

ると見込まれる地域であって、当該産業高度化又は事業革新を効果的に図るため必要

とされる政令で定める要件を備えているもの（以下「産業高度化・事業革新促進地

域」という。）の区域 

 三 産業高度化・事業革新促進事業を行う企業の集積を促進するため沖縄県が産業高度

化・事業革新促進地域において実施しようとする施設の整備その他の措置の内容 



３ 沖縄県知事は、産業高度化・事業革新促進計画を定めようとするときは、あらかじめ、

関係市町村長の意見を聴かなければならない。 

４ 沖縄県知事は、産業高度化・事業革新促進計画を定めたときは、これを公表するよう

努めるとともに、主務大臣に提出しなければならない。 

５ 主務大臣は、前項の規定により産業高度化・事業革新促進計画の提出があった場合に

おいては、その内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。 

６ 主務大臣は、第四項の規定により提出された産業高度化・事業革新促進計画が基本方

針に適合していないと認めるときは、沖縄県知事に対し、これを変更すべきことを求め

ることができる。 

７ 第三項から前項までの規定は、産業高度化・事業革新促進計画の変更について準用す

る。 

 第三十五条の次に次の四条を加える。 

 （産業高度化・事業革新促進計画の実施状況の報告等） 

第三十五条の二 沖縄県知事は、前条第四項の規定により提出された産業高度化・事業革

新促進計画（その変更について同条第七項において準用する同条第四項の規定による提

出があったときは、その変更後のもの。以下「提出産業高度化・事業革新促進計画」と

いう。）の実施状況について、毎年、公表するよう努めるとともに、主務大臣に報告す

るものとする。 

２ 主務大臣は、前条第二項第三号の措置が実施されていないと認めるときは、沖縄県知

事に対し、相当の期間を定めて、その改善のために必要な措置をとるべきことを求める

ことができる。 

３ 主務大臣は、前項の期間が経過した後においてもなお前条第二項第三号の措置が実施

されていないと認めるときは、沖縄県知事に対し、提出産業高度化・事業革新促進計画

の廃止又は変更を勧告することができる。 

 （産業高度化・事業革新措置実施計画の認定等） 

第三十五条の三 提出産業高度化・事業革新促進計画に定められた産業高度化・事業革新

促進地域の区域内において製造業等又は産業高度化・事業革新促進事業を営む者は、産

業高度化・事業革新措置（製造業等の産業高度化若しくは事業革新に必要な施設の整備

その他の措置又は産業高度化・事業革新促進事業に必要な施設の整備その他の措置をい

う。以下この条及び次条において同じ。）の実施に関する計画（以下この条において

「産業高度化・事業革新措置実施計画」という。）を作成し、当該産業高度化・事業革

新措置実施計画が適当である旨の沖縄県知事の認定を申請することができる。 

２ 産業高度化・事業革新措置実施計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 産業高度化・事業革新措置により達成しようとする目標 

 二 産業高度化・事業革新措置の内容及び実施期間 

 三 産業高度化・事業革新措置の実施体制 



 四 産業高度化・事業革新措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

３ 産業高度化・事業革新措置実施計画には、登記事項証明書、貸借対照表その他の主務

省令で定める書類を添付しなければならない。 

４ 沖縄県知事は、第一項の規定による認定の申請があった場合において、その産業高度

化・事業革新措置実施計画が次の各号のいずれにも該当するものであると認めるときは、

その認定をするものとする。 

 一 産業高度化・事業革新措置を実施することが当該産業高度化・事業革新促進地域に

おける産業高度化又は事業革新を図るために有効かつ適切なものであること。 

 二 産業高度化・事業革新措置が確実に実施されると見込まれるものであること。 

５ 前項の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、当該認定に係る産業高度

化・事業革新措置実施計画（以下「認定産業高度化・事業革新措置実施計画」とい

う。）の変更をしようとするときは、沖縄県知事の認定を受けなければならない。 

６ 第四項の規定は、前項の認定について準用する。 

７ 沖縄県知事は、認定事業者が認定産業高度化・事業革新措置実施計画（第五項の規定

による変更の認定があったときは、その変更後のもの）に従って産業高度化・事業革新

措置を実施していないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

第三十五条の四 沖縄県知事は、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に係る産業高度

化・事業革新措置の適確な実施に必要な指導及び助言を行うことができる。 

第三十五条の五 沖縄県知事は、認定事業者に対し、認定産業高度化・事業革新措置実施

計画の実施状況について報告を求めることができる。 

 第三十六条中「産業高度化地域」を「提出産業高度化・事業革新促進計画に定められた

産業高度化・事業革新促進地域」に、「製造業等又は産業高度化事業」を「認定産業高度

化・事業革新措置実施計画に従って製造業等又は産業高度化・事業革新促進事業」に、

「者」を「認定事業者」に改める。 

 第三十七条中「第十七条」を「第九条」に、「産業高度化地域」を「提出産業高度化・

事業革新促進計画に定められた産業高度化・事業革新促進地域」に改め、「区域内におい

て」の下に「認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従って」を加え、「産業高度化事

業」を「産業高度化・事業革新促進事業」に、「者」を「認定事業者」に改める。 

 第三十八条及び第三十九条中「産業高度化地域」を「提出産業高度化・事業革新促進計

画に定められた産業高度化・事業革新促進地域」に、「産業高度化事業」を「産業高度

化・事業革新促進事業」に改める。 

 第四十条中「産業高度化地域」を「提出産業高度化・事業革新促進計画に定められた産

業高度化・事業革新促進地域」に改め、「の産業高度化」の下に「及び事業革新」を加え

る。 

 第三章第四節の節名を次のように改める。 

    第四節 国際物流拠点産業集積地域 



 第四十一条を次のように改める。 

第四十一条 削除 

 第四十二条の見出しを「（国際物流拠点産業集積地域の指定）」に改め、同条第一項中

「企業の立地が進んでいない地域（その面積が政令で定める規模以上であることその他政

令で定める要件に該当する地域に限る。）であって、相当数の従業員を使用する企業等の

集積を促進する」を「国際物流拠点産業の集積を図る」に、「地域を特別自由貿易地域」

を「政令で定める要件を備えている地域を国際物流拠点産業集積地域」に改め、同条第三

項から第五項までの規定中「特別自由貿易地域」を「国際物流拠点産業集積地域」に改め

る。 

 第四十三条の前の見出し及び同条第一項中「自由貿易地域又は特別自由貿易地域」を

「国際物流拠点産業集積地域」に改める。 

 第四十四条第一項中「特別自由貿易地域」を「国際物流拠点産業集積地域」に改め、

「専ら」を削り、「製造業、倉庫業又はこん包業」を「特定国際物流拠点事業」に改め、

「ものは」の下に「、当該区域内に本店又は主たる事務所を有するものであること」を加

える。 

 第四十五条から第四十七条までの規定中「自由貿易地域又は特別自由貿易地域」を「国

際物流拠点産業集積地域」に改める。 

 第四十八条第一項中「自由貿易地域又は特別自由貿易地域」を「国際物流拠点産業集積

地域」に、「製造業等」を「国際物流拠点産業」に改め、同条第二項中「同項に規定する

製造業、倉庫業又はこん包業」を「特定国際物流拠点事業」に改める。 

 第四十九条中「第十七条」を「第九条」に、「自由貿易地域又は特別自由貿易地域」を

「国際物流拠点産業集積地域」に、「製造業等」を「国際物流拠点産業」に改める。 

 第五十条中「自由貿易地域又は特別自由貿易地域」を「国際物流拠点産業集積地域」に

改める。 

 第五十一条中「自由貿易地域及び特別自由貿易地域」を「国際物流拠点産業集積地域」

に改める。 

 第五十二条から第五十四条までを次のように改める。 

第五十二条から第五十四条まで 削除 

 第五十六条第一項中「専ら」を削り、「法人は」の下に「、当該区域内に本店又は主た

る事務所を有するものであること」を加える。 

 第五十八条中「第十七条」を「第九条」に改める。 

 第六十条から第六十二条までを次のように改める。 

 （資金の確保等） 

第六十条 国及び地方公共団体は、沖縄振興計画に基づいて行う農林水産業の振興のため

の事業の実施に関し、必要な資金の確保その他の援助に努めるものとする。 

 （国等の援助） 



第六十一条 国及び地方公共団体は、沖縄の特性に即した農林水産業の振興に資するため、

農林水産業者その他の関係者に対する助言、指導その他の援助の実施に努めるものとす

る。 

第六十二条 削除 

 第六十五条第一項中「産業高度化地域」を「提出産業高度化・事業革新促進計画に定め

られた産業高度化・事業革新促進地域」に改め、同条第二項中「石炭（」を「石炭等（」

に、「第二条第四号」を「第二条第三号に規定するガス状炭化水素であって関税定率法

（明治四十三年法律第五十四号）別表第二七一一・一一号に掲げる天然ガスに該当するも

の及び同条第四号」に改める。 

 第六十七条の前の見出しを削り、同条から第七十一条までを次のように改める。 

第六十七条から第七十一条まで 削除 

 第七十五条から第七十七条までを次のように改める。 

第七十五条から第七十七条まで 削除 

 第八十一条を次のように改める。 

 （職業指導等の措置） 

第八十一条 前三条に定めるもののほか、厚生労働大臣は、沖縄の労働者の職業の安定を

図るため、職業指導、職業紹介及び職業訓練の実施その他必要な措置を講ずるものとす

る。 

 第五章の章名を次のように改める。 

   第五章 文化の振興等 

 第八十四条の見出し中「振興等」を「振興」に改め、同条第二項を削り、同条の次に次

の二条を加える。 

 （良好な景観の形成） 

第八十四条の二 国及び地方公共団体は、沖縄の特性にふさわしい良好な景観の形成を促

進するため、専門的な知識又は経験を有する人材の育成、沖縄における良好な景観の形

成に係る建築技術に関する研究開発の推進その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

 （子育ての支援） 

第八十四条の三 国及び地方公共団体は、沖縄における子育ての支援の充実を図るため、

児童の保育に関する事業の供給体制の確保について適切な配慮をするものとする。 

 第八十五条第一項中「普及等」を「普及並びに科学技術に関する関係者間の交流の促進

その他の」に改め、同条第二項を次のように改める。 

２ 国及び地方公共団体は、沖縄における研究機関及び研究開発を行う事業者の集積並び

に科学技術に関する国際的な拠点の形成を図るため、国立大学法人琉球大学の設置する

琉球大学、沖縄科学技術大学院大学学園法（平成二十一年法律第七十六号）第二条に規

定する沖縄科学技術大学院大学その他の研究機関と事業者その他の関係者との間の連携



の促進その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 第八十九条第七項中「沖縄県の」を「沖縄の」に改める。 

 第九十一条に次の一項を加える。 

２ 国及び地方公共団体は、新たな沖縄における公共交通機関に関し、その在り方につい

ての調査及び検討を行うよう努めるものとする。 

 第九十二条の次に次の一条を加える。 

 （情報の流通の円滑化及び通信体系の充実） 

第九十二条の二 国及び地方公共団体は、沖縄における住民の生活の利便性の向上、産業

の振興、医療及び教育の充実等を図るため、情報の流通の円滑化及び高度情報通信ネッ

トワークその他の通信体系の充実について適切な配慮をするものとする。 

 第九十四条中「第十七条」を「第九条」に改める。 

 第七章を次のように改める。 

   第七章 駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置 

第九十五条 駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置については、沖縄

県における駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置に関する法律（平

成七年法律第百二号）の定めるところによる。 

第九十六条から第百四条まで 削除 

 第百五条の二の見出しを「（沖縄振興交付金事業計画の作成）」に改め、同条第一項及

び第二項を次のように改める。 

  沖縄県知事は、沖縄振興計画に基づく事業又は事務（以下「事業等」という。）のう

ち、沖縄県が自主的な選択に基づいて実施する沖縄の振興に資する事業等（沖縄の市町

村その他の者（以下「市町村等」という。）が実施する沖縄の振興に資する事業等であ

って、沖縄県が当該事業等に要する経費の全部又は一部を負担するものを含む。）を実

施するための計画（以下「沖縄振興交付金事業計画」という。）を作成することができ

る。 

２ 沖縄振興交付金事業計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 一 沖縄の振興の基盤となる施設の整備に関する事業（当該事業と一体となってその効

果を増大させるために必要な事業等を含む。）で政令で定めるものに関する事項 

 二 沖縄の振興に資する事業等（前号に掲げるものを除く。）であって次に掲げるもの

に関する事項 

  イ 観光の振興、情報通信産業の振興、農林水産業の振興その他の産業の振興に資す

る事業等 

  ロ 雇用の促進、人材の育成その他の職業の安定に資する事業等 

  ハ 教育及び文化の振興に資する事業等 

  ニ 福祉の増進及び医療の確保に資する事業等 

  ホ 科学技術の振興に資する事業等 



  ヘ 情報通信の高度化に資する事業等 

  ト 国際協力及び国際交流の推進に資する事業等 

  チ 駐留軍用地跡地の利用に資する事業等 

  リ 離島の振興に資する事業等 

  ヌ 環境の保全並びに防災及び国土の保全に資する事業等 

  ル イからヌまでに掲げるもののほか、沖縄の地理的及び自然的特性その他の特殊事

情に基因する事業等 

 三 計画期間 

 第百五条の二第五項中「沖縄振興特定事業計画」を「沖縄振興交付金事業計画」に改め、

同項を同条第七項とし、同条第四項中「沖縄振興特定事業計画」を「沖縄振興交付金事業

計画」に、「公表しなければならない」を「公表するよう努めるものとする」に改め、同

項を同条第六項とし、同条第三項中「沖縄振興特定事業計画」を「沖縄振興交付金事業計

画」に、「聴かなければならない」を「聴くよう努めるものとする」に改め、同項を同条

第四項とし、同項の次に次の一項を加える。 

５ 沖縄県知事は、沖縄振興交付金事業計画に沖縄の市町村等が実施する事業等に係る事

項を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、当該市町村等の同意を

得なければならない。 

 第百五条の二第二項の次に次の一項を加える。 

３ 沖縄振興交付金事業計画には、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載

するよう努めるものとする。 

 一 沖縄振興交付金事業計画の目標 

 二 その他内閣府令で定める事項 

 第百五条の三第一項中「沖縄振興特定事業計画」を「沖縄振興交付金事業計画」に、

「沖縄振興特定事業の実施」を「事業等の実施（沖縄の市町村等が実施する事業等に要す

る費用の全部又は一部の負担を含む。同項において同じ。）」に改め、同条第二項中「内

閣総理大臣は、沖縄県知事」を「国は、沖縄県」に、「沖縄振興特定事業計画」を「沖縄

振興交付金事業計画」に、「沖縄振興特定事業の」を「事業等の」に改め、同条第四項中

「前三項」を「前各項」に改め、同項を同条第五項とし、同条第三項中「前項」を「第二

項」に、「事業」を「事業等」に、「他の」を「第八十九条第六項及び第百五条第一項か

ら第三項までの規定並びに他の」に、「又は補助」を「若しくは補助又は交付金の交付」

に改め、同項を同条第四項とし、同条第二項の次に次の一項を加える。 

３ 国は、前項に規定する経費に第百五条第一項に規定する経費が含まれる場合において

は、当該経費について同項の規定を適用したとするならば国が負担し、又は補助するこ

ととなる割合を参酌して、前項の交付金の額を算定するものとする。 

 第百十二条第一項第三号及び第四号中「沖縄県」を「沖縄」に改める。 

 第百十四条第一項第一号及び第二号を次のように改める。 



 一 第六条第五項の規定による観光地形成促進計画の受理、同条第六項の規定による通

知、同条第七項の規定による変更の求め、同条第八項において準用する同条第五項の

規定による観光地形成促進計画の受理、同条第八項において準用する同条第六項の規

定による通知、同条第八項において準用する同条第七項の規定による変更の求め、第

七条第一項の規定による報告の受理、同条第二項の規定による措置の求め及び同条第

三項の規定による勧告に関する事項については、内閣総理大臣及び国土交通大臣 

 二 第二十八条第一項の規定による指定、同条第三項の規定による公示、同条第四項の

規定による指定の解除又は区域の変更、同項において準用する同条第三項の規定によ

る公示、同条第五項の規定による指定の解除又は区域の変更、同項において準用する

同条第三項の規定による公示、第二十九条第一項の規定による指定、同条第三項の規

定による公示、同条第四項の規定による指定の解除又は区域の変更、同項において準

用する同条第三項の規定による公示、同条第五項の規定による指定の解除又は区域の

変更、同項において準用する同条第三項の規定による公示、第三十条第一項の規定に

よる認定、同条第二項の規定による協議及び同条第三項の規定による認定の取消しに

関する事項については、内閣総理大臣、総務大臣及び経済産業大臣 

 第百十四条第一項第三号中「第三十五条第一項の規定による指定、同条第四項の規定に

よる公示」を「第三十五条第四項の規定による産業高度化・事業革新促進計画の受理」に、

「指定の解除又は区域の変更、同項において準用する同条第四項の規定による公示、同条

第六項の規定による指定の解除又は区域の変更」を「通知、同条第六項の規定による変更

の求め」に、「同条第四項に規定する公示」を「同条第四項の規定による産業高度化・事

業革新促進計画の受理、同条第七項において準用する同条第五項の規定による通知、同条

第七項において準用する同条第六項の規定による変更の求め、第三十五条の二第一項の規

定による報告の受理、同条第二項の規定による措置の求め、同条第三項の規定による勧

告」に改め、「第四十一条第一項及び」を削り、「第四十二条第三項」を「同条第三項」

に改め、同項第五号及び第六号を削り、同条第二項第二号を次のように改める。 

 二 第三十五条の三第三項の書類に関する事項については、内閣府令・経済産業省令 

 第百十七条及び第百十八条を次のように改める。 

第百十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

 一 第十四条第六項の規定に違反した者 

 二 偽りその他不正の手段により沖縄特例通訳案内士の登録を受けた者 

 三 第十四条第八項において準用する通訳案内士法第三十三条第一項の規定による業務

の停止の処分に違反した者 

第百十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

 一 第十四条第八項において準用する通訳案内士法第三十条の規定に違反した者 

 二 第十四条第八項において準用する通訳案内士法第三十四条の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 



 第百十九条を削り、第百二十条を第百十九条とし、同条の次に次の二条を加える。 

第百二十条 第十四条第九項において準用する通訳案内士法第三十五条第一項の団体が同

項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたときは、その団体の代表者又は管理

者を三十万円以下の過料に処する。 

第百二十一条 第十四条第八項において準用する通訳案内士法第二十九条第一項又は第二

項の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。 

 附則第二条第一項中「平成二十四年三月三十一日」を「平成三十四年三月三十一日」に

改め、同条第二項の表一の項中「第百二十条」を「第百十九条」に改め、同表四の項中

「平成二十四年度」を「平成三十四年度」に改め、同表五の項を削り、同表六の項を同表

五の項とする。 

 附則第七条第一項及び第二項を削り、同条第三項を同条第一項とし、同条第四項中「日

に」の下に「沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律（平成二十四年法律第▼▼▼号。

次項及び次条において「平成二十四年一部改正法」という。）による改正前の」を加え、

同項を同条第二項とし、同条第五項中「日に」の下に「平成二十四年一部改正法による改

正前の」を加え、同項を同条第三項とする。 

 附則第八条第一項中「規定による」を削り、「者は、」の下に「平成二十四年一部改正

法による改正前の」を加え、同条第二項中「規定による」を削り、「法人は、」の下に

「平成二十四年一部改正法による改正前の」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 附則第二条第一項の改正規定並びに附則第三条第五項及び第八条並びに附則第二十

一条（内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）附則第四条第一項の改正規定に限

る。）の規定 公布の日 

 二 附則第十八条の規定 この法律の公布の日又は国家公務員法等の一部を改正する法

律（平成二十四年法律第▼▼▼号）の公布の日のいずれか遅い日 

 三 附則第十九条の規定 福島復興再生特別措置法（平成二十四年法律第▼▼▼号）の

施行の日 

 （経過措置） 

第二条 地方公共団体が、この法律による改正前の沖縄振興特別措置法（以下「旧法」と

いう。）第六条第七項の規定による同意を得た観光振興計画（旧法第七条第一項の規定

による変更の同意があったときは、その変更後のもの。以下「同意観光振興計画」とい

う。）に定められた観光振興地域の区域内において旧法第十六条第一項に規定する特定

民間観光関連施設を平成二十四年三月三十一日以前に新設し、又は増設した者に係る事

業税、不動産取得税又は固定資産税について課税免除又は不均一課税をした場合におけ



る地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条の規定による当該地方公共

団体の基準財政収入額の算定については、旧法第十七条の規定は、この法律の施行後も、

なおその効力を有する。 

２ 地方公共団体が、旧法第二十八条第七項の規定による同意を得た情報通信産業振興計

画（旧法第二十九条第一項の規定による変更の同意があったときは、その変更後のもの。

以下「同意情報通信産業振興計画」という。）に定められた情報通信産業振興地域の区

域内において旧法第三条第六号に規定する情報通信産業又は同条第八号に規定する情報

通信技術利用事業の用に供する設備を平成二十四年三月三十一日以前に新設し、又は増

設した者に係る事業税、不動産取得税又は固定資産税について課税免除又は不均一課税

をした場合における地方交付税法第十四条の規定による当該地方公共団体の基準財政収

入額の算定については、旧法第三十二条の規定は、この法律の施行後も、なおその効力

を有する。 

３ 地方公共団体が、旧法第三十五条第一項の規定により指定された産業高度化地域の区

域内において旧法第三条第九号に規定する製造業等又は同条第十号に規定する産業高度

化事業の用に供する設備を平成二十四年三月三十一日以前に新設し、又は増設した者に

係る事業税、不動産取得税又は固定資産税について課税免除又は不均一課税をした場合

における地方交付税法第十四条の規定による当該地方公共団体の基準財政収入額の算定

については、旧法第三十七条の規定は、この法律の施行後も、なおその効力を有する。 

４ 地方公共団体が、旧法第四十一条第一項の規定により指定された自由貿易地域又は旧

法第四十二条第一項の規定により指定された特別自由貿易地域の区域内において旧法第

三条第九号に規定する製造業等の用に供する設備を平成二十四年三月三十一日以前に新

設し、又は増設した者に係る事業税、不動産取得税又は固定資産税について課税免除又

は不均一課税をした場合における地方交付税法第十四条の規定による当該地方公共団体

の基準財政収入額の算定については、旧法第四十九条の規定は、この法律の施行後も、

なおその効力を有する。 

５ 地方公共団体が、旧法第四十二条第一項の規定により指定された特別自由貿易地域の

区域内において旧法第五十二条第一項に規定する特別自由貿易地域活性化事業の用に供

する設備を平成二十四年三月三十一日以前に新設し、又は増設した同項の認定を受けた

法人に係る不動産取得税又は固定資産税について課税免除又は不均一課税をした場合に

おける地方交付税法第十四条の規定による当該地方公共団体の基準財政収入額の算定に

ついては、旧法第五十三条の規定は、この法律の施行後も、なおその効力を有する。 

第三条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において同意観光振興計

画に定められている観光振興地域の区域内にある旧法第二十六条に規定する特定販売施

設のうち、同条の規定により内閣総理大臣が指定した部分は、施行日から起算して六月

を経過する日までの間は、この法律による改正後の沖縄振興特別措置法（以下「新法」

という。）第七条第一項に規定する提出観光地形成促進計画に定められた観光地形成促



進地域の区域内にある新法第二十六条に規定する特定販売施設のうち、同条の規定によ

り内閣総理大臣が指定した部分とみなす。 

２ 施行日の前日において同意情報通信産業振興計画に定められている情報通信産業振興

地域は、施行日から起算して六月を経過する日（その日までに、新法第二十八条第一項

の規定による指定があった場合には、その指定があった日の前日）までの間は、同項の

規定により指定された情報通信産業振興地域とみなす。 

３ 施行日の前日において同意情報通信産業振興計画に定められている情報通信産業特別

地区（以下「旧情報通信産業特別地区」という。）は、施行日から起算して六月を経過

する日（その日までに、新法第二十九条第一項の規定による指定があった場合には、そ

の指定があった日の前日）までの間は、同項の規定により指定された情報通信産業特別

地区とみなす。 

４ 施行日の前日において旧法第四十一条第一項の規定により指定されている自由貿易地

域及び旧法第四十二条第一項の規定により指定されている特別自由貿易地域であって、

新法第四十二条第一項の政令で定める要件を備えていないものとして内閣総理大臣及び

経済産業大臣が指定する地域以外の地域は、施行日に同項の規定により指定された国際

物流拠点産業集積地域とみなす。 

５ 前項の規定による地域の指定は、施行日前においても行うことができる。 

第四条 施行日の前日において旧法第三十条第一項の認定を受けている法人は、前条第三

項の規定により、当該法人がその区域内において設立された旧情報通信産業特別地区が

新法第二十九条第一項の規定により指定された情報通信産業特別地区とみなされる間は、

新法第三十条第一項の認定を受けたものとみなす。 

２ 施行日の前日において旧法第四十一条第一項の規定により指定されている自由貿易地

域及び旧法第四十二条第一項の規定により指定されている特別自由貿易地域であって、

前条第四項の規定により内閣総理大臣及び経済産業大臣が指定する地域以外の地域にお

ける事業について旧法第四十三条第一項の認定を受けている者は、新法第四十三条第一

項の認定を受けたものとみなす。 

３ 施行日の前日において旧法第四十二条第一項の規定により指定されている特別自由貿

易地域（前条第四項の規定により内閣総理大臣及び経済産業大臣が指定する地域を除

く。）における事業について旧法第四十四条第一項の認定を受けている法人（新法第三

条第十二号に規定する特定国際物流拠点事業を営むものに限る。）は、新法第四十四条

第一項の認定を受けたものとみなす。 

第五条 平成二十四年三月三十一日以前に支給が開始された旧法第百四条第一項の特定跡

地給付金については、同条の規定は、この法律の施行後も、なおその効力を有する。 

第六条 旧法第四条第一項の沖縄振興計画に基づく事業で、平成二十四年度以後の年度に

繰り越される国の負担若しくは補助又は旧法第百五条第二項に規定する交付金の交付に

係るものは、新法第四条第一項の沖縄振興計画（第三項において「新計画」という。）



に基づく事業とみなして、新法第八十九条、第百五条及び第百六条から第百八条までの

規定を適用する。 

２ 旧法第百五条の三第一項の規定により提出された沖縄振興特定事業計画に基づく沖縄

振興特定事業に係る同条第二項の交付金のうち、平成二十四年度以後の年度に繰り越さ

れるものについては、なお従前の例による。 

３ 平成二十四年度の予算に係る国の負担若しくは補助又は交付金の交付に係る事業で、

新計画が定められるまでの間に、沖縄の振興のため緊急に実施する必要があるものとし

て内閣総理大臣が沖縄県知事の意見を聴くとともに関係行政機関の長に協議して決定し

たものについては、当該事業を新計画に基づく事業とみなして、新法の規定を適用する。 

 （罰則に関する経過措置） 

第七条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 （政令への委任） 

第八条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 （通訳案内士法の一部改正） 

第九条 通訳案内士法（昭和二十四年法律第二百十号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第三号の次に次の一号を加える。 

  三の二 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第十四条第八項において準

用する第三十三条第一項の規定により沖縄特例通訳案内士の業務の禁止の処分を受

けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

 （国土形成計画法及び広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部改正） 

第十条 次に掲げる法律の規定中「沖縄振興計画」を「沖縄振興基本方針」に改める。 

 一 国土形成計画法（昭和二十五年法律第二百五号）第十五条（見出しを含む。） 

 二 広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（平成十九年法律第五十二号）第

五条第四項 

 （公営住宅法の一部改正） 

第十一条 公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）の一部を次のように改正する。 

  第七条第五項に次の一号を加える。 

  四 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第百五条の三第二項の交付金 

 （住民基本台帳法の一部改正） 

第十二条 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の一部を次のように改正する。 

  別表第三の二十六の項の次に次のように加える。 

二十六の二 沖縄県知

事 

沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）による

同法第十四条第七項において準用する通訳案内士法第十

八条の登録、同法第二十三条第一項の届出、同法第二十



四条の再交付又は同法第二十五条第二項の届出に関する

事務であつて総務省令で定めるもの 

  別表第五第三十一号の次に次のように加える。 

  三十一の二 沖縄振興特別措置法による同法第十四条第七項において準用する通訳案

内士法第十八条の登録、同法第二十三条第一項の届出、同法第二十四条の再交付又

は同法第二十五条第二項の届出に関する事務であつて総務省令で定めるもの 

 （沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律の一部改正） 

第十三条 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和四十六年法律第百二十九号）の

一部を次のように改正する。 

  第八十条第一項第一号中「四十年」を「四十五年」に改め、同項第三号中「四十年」

を「四十三年」に改める。 

  第八十二条中「四十年」を「四十五年」に改める。 

 （半島振興法の一部改正） 

第十四条 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第三項中「、沖縄振興計画」を削る。 

 （外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律の一部改

正） 

第十五条 外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律

（平成九年法律第九十一号）の一部を次のように改正する。 

  第十三条第三号の次に次の一号を加える。 

  三の二 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第十四条第八項において準

用する通訳案内士法第三十三条第一項の規定により沖縄特例通訳案内士の業務の禁

止の処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

 （簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律の一部改正） 

第十六条 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成十八

年法律第四十七号）の一部を次のように改正する。 

  第十一条第一項中「第四条第一項に規定する沖縄振興計画」を「第三条の二第一項の

沖縄振興基本方針」に、「平成十四年度」を「平成二十四年度」に改める。 

 （総合特別区域法の一部改正） 

第十七条 総合特別区域法（平成二十三年法律第八十一号）の一部を次のように改正する。 

  第二十条第五項に次の一号を加える。 

  五 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第十四条第八項において準用す

る通訳案内士法第三十三条第一項の規定により沖縄特例通訳案内士の業務の禁止の

処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

  第四十三条第五項に次の一号を加える。 

  五 沖縄振興特別措置法第十四条第八項において準用する通訳案内士法第三十三条第



一項の規定により沖縄特例通訳案内士の業務の禁止の処分を受けた者で、当該処分

の日から二年を経過しないもの 

 （国家公務員法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第十八条 国家公務員法等の一部を改正する法律の一部を次のように改正する。 

  第二十二条のうち、内閣府設置法附則第三条の改正規定中「、同表平成二十四年三月

三十一日までの間の項中「附則第二条第二項」を「附則第二条第三項」に改め」を削り、

同法附則第五条の改正規定中「改め、同条第二号中「附則第二条第二項」を「附則第二

条第三項」に」を削る。 

 （福島復興再生特別措置法の一部改正） 

第十九条 福島復興再生特別措置法の一部を次のように改正する。 

  第三十八条第五項中第六号を第七号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一

号を加える。 

  五 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第十四条第八項において準用す

る通訳案内士法第三十三条第一項の規定により沖縄特例通訳案内士の業務の禁止の

処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

  附則第十条の次に次の一条を加える。 

  （沖縄振興特別措置法の一部改正） 

 第十条の二 沖縄振興特別措置法の一部を次のように改正する。 

   第十四条第五項に次の一号を加える。 

   七 福島復興再生特別措置法（平成二十四年法律第▼▼▼号）第三十八条第八項に

おいて準用する通訳案内士法第三十三条第一項の規定により福島特例通訳案内士

の業務の禁止の処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

  附則第十五条を次のように改める。 

  （総合特別区域法の一部改正） 

 第十五条 総合特別区域法の一部を次のように改正する。 

   第二十条第五項に次の一号を加える。 

   六 福島復興再生特別措置法（平成二十四年法律第▼▼▼号）第三十八条第八項に

おいて準用する通訳案内士法第三十三条第一項の規定により福島特例通訳案内士

の業務の禁止の処分を受けた者で、当該処分の日から二年を経過しないもの 

   第四十三条第五項に次の一号を加える。 

   六 福島復興再生特別措置法第三十八条第八項において準用する通訳案内士法第三

十三条第一項の規定により福島特例通訳案内士の業務の禁止の処分を受けた者で、

当該処分の日から二年を経過しないもの 

 （防衛省設置法の一部改正） 

第二十条 防衛省設置法（昭和二十九年法律第百六十四号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二項の表沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第百三条及び同法第



百四条の規定が効力を有する間の項を次のように改める。 

沖縄振興特別措置

法の一部を改正す

る法律（平成二十

四年法律第▼▼▼

号）による改正前

の沖縄振興特別措

置法（平成十四年

法律第十四号）第

百四条の規定が効

力を有する間 

同条の規定による特定跡地給付金の支給に関すること。 

 （内閣府設置法の一部改正） 

第二十一条 内閣府設置法の一部を次のように改正する。 

  附則第二条第二項の表平成二十四年三月三十一日の項を削る。 

  附則第三条の表平成二十四年三月三十一日までの間の項を削る。 

  附則第四条第一項中「平成二十四年三月三十一日」を「平成三十四年三月三十一日」

に改める。 

  附則第五条第二号を次のように改める。 

  二 削除 

 （国土交通省設置法の一部改正） 

第二十二条 国土交通省設置法（平成十一年法律第百号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二条第一項の表に次のように加える。 

平成三十四年三月

三十一日 

沖縄特例通訳案内士に関すること。 



     理 由 

 沖縄振興特別措置法の有効期限を平成三十四年三月三十一日まで延長するとともに、沖

縄の自主性を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図るため、内閣総理大臣が定める

沖縄振興基本方針に基づき沖縄県知事が沖縄振興計画を定めることとすること、産業振興

のための特別措置の充実等を図ること、沖縄振興交付金事業計画に基づく事業等の実施に

要する経費に充てるための交付金を創設すること等の所要の措置を講ずる必要がある。こ

れが、この法律案を提出する理由である。 


